
　₂ 年前の生物資源科学部研究報告 ₂₀ 号には，「本学部
のミッションの再定義を踏まえた教育研究組織の整備・
再編等による理工系人材育成システムの検討が始まろう
としている．当面，平成 3₀ 年 ₄ 月を目途に学部再改組
を，平成 3₂ 年 ₄ 月を目途に理系統合大学院の創設を目
指している．」と澤前学部長が記載されています．
　平成 3₀ 年の学部改組を検討するための学部改組 WG
が平成 ₂₇ 年 ₇ 月 ₂9 日に設置され，新しい学科編成案が
検討される中で，農林生産学科と地域環境科学科は基本
的に従来通りとし，生物科学科と生命工学科の融合した
生物生命科学科を設置する案が平成 ₂₈ 年 ₁ 月の教授会
で承認され，学長に報告されています．学長からは，環
境系を強化した案とするよう指示があり，農林生産学科
の生態学分野が地域環境科学科に移動して，新たに環境
共生科学科にすること，および，生物生命科学科の名称
を変更して生命科学科にすることが平成 ₂₈ 年 ₄ 月の教
授会で承認されました．
　しかし，文科省ではこの改組案が認められず，平成
3₂ 年度に計画していた大学院改組を学部改組と同時に
実施する計画で再度打診することになります．大学院の
改組では，総合理工学研究科と統合して学生定員を ₂₀₀
名に増員する改組案が ₅ 月の教授会で報告され，研究科
の名称はまだ決まっていませんでしたが，理工学専攻，
生物資源科学専攻に加え，総合理工と生物資源の環境部
門を融合させた環境共生システム学専攻を設置する提案
でした．
　統合研究科設置検討 WG が ₅ 月末に設置され，新研
究科では，数理・情報教育を強化し，スマート社会とグ
ローバル化社会に対応した人材育成を目指すことにな
ります．₇ 月の教授会では，名称を自然科学研究科とし
て，博士前期課程を数物系理工学，環境システム科学，
農生命科学の 3 専攻とし，博士後期課程を総合理工学，
環境生命科学の ₂ 専攻とすることが報告されます．その
後の検討により，9 月の教授会で報告された新研究科の
各専攻・教育コース，学部の各新学科・教育コースの構
成は，それぞれ，現在の最終案とほぼ同様なものになり
ました．
　9 月末の文科省との折衝では，この学科・研究科の編
成案に問題となる指摘はなく，具体的なカリキュラムの
作成と教職課程認定についての検討が開始されました．
しかし，研究科の学生定員を ₂₀₀ 名に増員する提案につ
いては，これまでの充足率など現状のデータでは厳しい
との指摘を受け，その対応が必要になりました．₁₁ 月
の文科省との事前相談でも研究科定員増は厳しいことが

繰り返し指摘されたため，定員増は断念することにな
り，また，地元自治体や関連企業の新研究科設置に対す
るサポートレターを用意して ₁₂ 月の事前相談に臨むこ
とになりました．教職課程認定についても，同日の文科
省との事前相談で，農林生産学科に理科の免許課程を置
くのは難しいとの指摘を受けますが，科目名の変更等に
より対応し，農業および理科の課程認定を目指すことに
なりました．
　その後の文科省との折衝の結果，学生や全国の企業へ
のアンケートを実施することで，入学生の確保や必要と
される人材の養成に関する資料を整備し，再度，定員増
での申請を目指すことになります．また，課程認定に関
する ₁₂ 月末の文科省との事前相談では，農林生産学科
と環境共生科学科で農業と理科の課程認定を受けるため
には，それぞれの学科の中に，農業と理科のそれぞれを
主軸とした教育コースを設定する必要があることが指摘
されますが，コース名と開講科目を変更することで対応
することになりました．自然科学研究科の設置に関して
は，学生，企業，高校に対するアンケート結果を取りま
とめ，3 月の文科省との折衝で，定員増の方向で進める
ことの了承をなんとか得ることができます．
　その後，それぞれ書類を整え，教職課程認定および設
置計画の申請書類を，それぞれ 3 月末と ₄ 月末に文科省
に提出し，₈ 月末には設置の認可を受けることができま
した．
　当初はこれほど大きな変更を伴う改組を予定しておら
ず，また，農林生産学科と地域環境科学科は，改組の検
討を始めた ₂ 年前には，前回の改組からまだ ₄ 年目でし
た．様々な場面で大学改革の推進が求められている中
で，社会情勢等の変化に迅速に対応して組織を変革して
いくことも必要かもしれませんが，これまでの組織の実
績についても検証し，もう少し中期的な視点で社会や大
学，学部の今後のあり方や方向性を考えることが必要か
とも思います．いずれにせよ，いろいろな状況において
臨機応変に対応するためには，常日頃から大学や学部の
あり方について関心を持ち，体制を整えておくことが必
要です．また，新しい学部・研究科の体制が決まった現
状では，学生の教育，研究や地域貢献の推進のために，
この新しい体制をどのように活かすのかを全員で知恵を
出し合って，前向きに考えることが必要だと思います．
　最後になりましたが，生物資源科学部研究報告 ₂₂ 号
の発刊に当たり，原稿をお寄せ頂いた先生方ならびに発
刊のためにご尽力頂いた学術研究委員会と事務担当者の
皆様に厚く御礼を申し上げます．
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